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茨城県の『まちの持続可能性』を高めるためにはどうしたらよいだろうか？
横山千亜希・齋藤夏輝

（茨城県立水戸第二高等学校）

1. はじめに
　私たちの地域を明るいものにし，これからの未来につ
なげていくためにはどうしたらよいだろうか。この問い
の答えを見つけるために，私たちは今回，将来にわたっ
て現在の機能を継続していくことが地域を未来につなげ
ていくことにつながると考えた。
2. 仮説 1および検証結果
　現在の状況を調べると，私たちは茨城県内 17市町村
が「消滅可能性自治体」に指定されていて人口減少が
深刻化していることを知った。消滅可能性自治体という
のは，若年女性人口が 2020年から 2050年までの 30年
間で 50％以上減少すると考えられている自治体のこと
だ。私たちはまずこれに関して現状の意識を高校生にア
ンケート調査した。アンケートを作成していく中で，住
んでいる市町村によって地域に対する意識が違うのでは
ないかと思い，「この問題について知識はあるが，住ん
でいる地区によって危機感や認識の違いがあるのではな
いか」という仮説 1を立てた。結果として，「消滅可能
性自治体」の存在を知っている人は全体の 10％ほどで仮
説 1とは違う結果になったが，危機感があると感じてい
る人は全体の 80％を占めていた。しかし，仮説 1の住ん
でいる地区によっての危機感の違いはアンケートの回答
者が消滅可能性自治体に指定されていない市町村に住ん
でいる人に大幅に偏ってしまい比べることができなかっ
た。
3. 仮説 2および検証結果
　次に私たちは『まちの持続可能性』を高めるための方
法を探究した。消滅可能性自治体を調べていくと，人口
移動がないと仮定した場合における 20代から 30代の若
年女性人口の減少率が 20%未満にとどまる自治体のこと
を指す自立持続可能性自治体に県内で唯一つくばみらい
市が指定されていることがわかった。そして，つくばみ
らい市の政策をはじめ各自治体の政策から，「お互いの
長所を参考にしあえば，茨城県全体の『まちの持続可能
性』が高まっていくのではないか」という仮説 2を立て

た。そして，各市の総合計画の内容から各分野でどのよ
うなことを重視しているのかを調べた。（表 1参照）特
に比較していて各市の特徴が表れていたのが少子化対策
だ。市の中で様々なアプローチをして少子化対策を行っ
ていることがわかったが，他の市を見てみると違ったア
プローチの仕方をしていることもわかった。また，総合
計画を調べていた時につくばみらい市などの県南地区で
近くの市と市で協力して行っている政策があった。これ
は人口減少が進んでいる茨城県において効果的な取り組
みだと感じたため，県南地区だけでなく，他の地区ももっ
と横のつながりを意識して市政を行ってみてはいいので
はないかと考えた。
4. まとめ，今後の展望
　今回のアンケート調査では仮説１を最後まで検証する
ことができなかったため，今後，アンケートの調査対象
をもっと広げてみたいと思った。仮説 2の検証結果から，
似ている政策も多くあったが，その市の地理的条件など
により異なる政策もあった。そのため，新たな視点を得
るために他の市を参考にすることができると感じた。今
後の展望として，調べていて気が付いた市と市が協力す
る具体的な方法を考えていきたいと思った。また，消滅
可能性自治体と自立持続可能性自治体の指定の基準が若
年女性の人口のため，若年女性に対する政策を総合計画
だけでなく，他の資料も活用しながら調べていきたい。
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表 1 仮説 2検証結果（一部抜粋）


